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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射線源から発生しそしてターゲットに送達されるハドロン・ビームの中心軸と直交し
て配置され、ガス充填されたギャップ（４０）によって互に隔てられて並列されて、電離
箱の集合体（３０）を形成する、複数の支持プレート（８０）を含み、前記複数の支持プ
レートのそれぞれが、第１の側に１つ以上の集電極（８２，８３）を、第２の側に１つ以
上の高圧電極（８７）を有し、前記複数の支持プレートのそれぞれの前記第１の側が、隣
接する支持プレートの前記第２の側と対向している、前記ハドロン・ビームをオンライン
で線量モニタリングするための装置（１０）であって、
　前記複数の支持プレートのそれぞれが、前記ターゲットに送達される前記ハドロン・ビ
ームの中心部分が妨げられずに通過することを可能にする内部キャビティ（５０）を形成
する開口（８１）と、前記電離箱の集合体によって前記ハドロン・ビームの周縁部分を遮
り且つ測定するための周縁領域（６０）とを有することを特徴とする、前記装置。
【請求項２】
　前記支持プレート（８０）のそれぞれが、前記１つ以上の集電極（８２，８３）と前記
１つ以上の電圧電極（８７）との間に、絶縁材を含むことを特徴とする、請求項１に記載
の装置（１０）。
【請求項３】
　前記支持プレート（８０）のそれぞれが、前記１つ以上の集電極（８２，８３）および
前記１つ以上の電圧電極（８７）における漏洩電流を減らすためのガードリング素子（８
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４，８５，８６，８８，８９）を含むことを特徴とする、請求項１または請求項２に記載
の装置（１０）。
【請求項４】
　前記１つ以上の集電極（８２，８３）および前記１つ以上の電圧電極（８７）が、銅製
であることを特徴とする、請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の装置（１０
）。
【請求項５】
　前記支持プレート（８０）が、標準的プリント回路基板技術を使用することによって得
られることを特徴とする、請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載の装置（１０
）。
【請求項６】
　前記複数の支持プレート（８０）のうち、少なくとも１枚の支持プレートを、残りの支
持プレートに対して９０°回転させることによって、前記ビームのセンタリングをチェッ
クし且つ測定することを特徴とする、請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載の
装置（１０）。
【請求項７】
　前記ターゲットに向かって前記ハドロン・ビームが送達されると、前記複数の支持プレ
ート（８０）のうち、残りの支持プレートに対して９０°回転された前記少なくとも１枚
の支持プレートを、前記ハドロン・ビームが最初に横切る、請求項６に記載の装置。
【請求項８】
　放射線源から発生し、ターゲットに送達されるハドロン・ビームの線量を検証する方法
であって、
　請求項１から請求項７までのいずれか１項に記載の装置（１０）を、前記装置（１０）
の中心軸が前記ハドロン・ビームの中心軸と重なるように前記ターゲットと前記放射線源
との間に設置するステップ、
　前記ハドロン・ビームを前記ターゲットに送達するステップ、
　前記装置の前記周縁領域（６０）において、前記電離箱の集合体（３０）により、前記
装置を通過する前記ハドロン・ビームの前記周縁部分の線量分布測定結果を収集するステ
ップ、
　前記装置の前記内部キャビティ（５０）を通過する前記ハドロン・ビームの前記中心部
分の妨げられない通過を可能にするステップ
を含むことを特徴とする、前記方法。
【請求項９】
　前記線量分布測定結果を予定の線量分布と比較することによって前記ハドロン・ビーム
送達の精度を検証するステップ、
　前記ハドロン・ビームの到達距離の変更および拡大ブラッグピーク（ＳＯＢＰ）一貫性
を測定するステップ
を含むことを特徴とする、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　ハドロン・ビームのオンライン線量モニタリングを行うステップを含む、請求項８もし
くは請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　ハドロン・ビームのオンライン線量モニタリングにおける、請求項１から７のいずれか
に記載の装置の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はハドロン療法、即ち、強い相互作用をする粒子を使用する放射線療法に関わる
。より具体的には、本発明は「ブラッグピーク」として知られる、ターゲット容積におけ
る深度に応じた線量を測定する装置および方法に関わる。本発明はまた、到達距離が調節
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されている場合に拡大ブラッグピーク（ＳＯＢＰ）を測定する装置および方法にも関わる
。
【背景技術】
【０００２】
　今日、ハドロン（即ち、中性子、プロトン、パイ中間子、炭素イオンのようなイオン）
が放射線療法の分野でＸ線またはγ線よりも物理的な利点を有することは周知である。所
与のエネルギーを有する、即ち、単一エネルギーのプロトン・ビームを形成するプロトン
は一定の到達距離を有し、この到達距離を越えて到達することはない。また、その放射エ
ネルギーの最大値は、ターゲット容積における放射線ビームの最大到達点に相当するいわ
ゆるブラッグピークに置かれる。ブラッグピーク位置はハドロン・ビームのエネルギーに
応じて異なるから、エネルギーを正確に制御し、変更することによって、ブラッグピーク
を腫瘍の適切な深さに置き、その部位に最大の放射エネルギーを照射すると同時に、上記
腫瘍の周辺の健康な組織を避けることができることは明白である。さらにまた、それぞれ
のエネルギーが異なる幾つかの単一エネルギー・プロトン・ビームを組み合わせる（即ち
、到達距離を調節する）ことによって、腫瘍の厚さに合わせてブラッグピークを拡大する
と同時に、周辺の健康な組織および決定器官に対する線量の負荷を制御しながら、均一な
線量でターゲットに放射線を照射することができる。
【０００３】
　もちろん、エネルギーの異なるハドロンを組み合わせるためには調節ホイールのような
特殊な装置が必要である。また、腫瘍の形状、サイズおよび位置にできるかぎり一致する
ようにハドロン・ビームを形成するためにも特殊な装置が必要になる。
【０００４】
　放射線療法における質の保証は、多くの場合、医学的処方の一貫性と正しさを確かめる
のに必要な特定の手順から成る。通常、このような手順は、照射されるべきターゲット容
積に対して処方された線量と、極力抑制されなければならない健康な組織に対する線量と
に関わる。このような手順はまた、医療従事者の被曝を最小限に抑えることと、照射に対
する充分なモニタリングにも関わる。ハドロン療法の質の保証は、従来の放射線療法より
も遥かに厳格な手順を必要とする。実際に、特にビーム強度およびエネルギーの完璧な制
御を必要とするハドロン療法施術の場合、従来の放射線療法の質の保証の手順は、不充分
である。このような完璧な制御を行なうためには、好適な線量測定システムが提供されね
ばならない。従って、放射線療法のための線量測定が既に確立されているとしても、ハド
ロン療法には１点に吸収される線量だけでなく、２Ｄおよび３Ｄ線量分布をも測定できる
新しい線量測定システムが必要になる。
【０００５】
　そのような線量測定システムは次のような特徴を有するものでなければならない。高感
度、小型であること、迅速な動的応答、耐放射性（ｒａｄｉａｔｉｏｎ　ｈａｒｄｎｅｓ
ｓ）、エネルギー率および線量率に左右されないこと、組織等価性ならびに線形線量応答
。
【０００６】
　多くの場合、透過電離箱は、空気などのイオン性ガスを封入したハウジングを含み、ハ
ウジング内には、互に間隔をあけた電極対、すなわち、高圧電極および集電極が、並列に
、または同軸円筒の形態で配置されており、両電極間に電圧が印加されて電界を発生させ
る。多くの場合、高圧電極は、高電圧電源に接続され、集電極は、低インピーダンスの電
流・電圧コンバータを介して接地される。電離放射線が電離箱に進入すると、ガスの原子
または分子の一部が電離され、電極間に電流が流れる。放射線ビームによって電離された
イオンまたは電子は、遊離して集電極に引き付けられ、この電流が電流・電圧コンバータ
によって電圧に変換された後、増幅器によって増幅されてディスプレー上に所与の信号を
表示し、この信号を線量としてモニタリングすることができる。このような電離箱の例は
、特許文献１～３に記載されている。
【０００７】
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　電子ビームまたは光子ビームの両方のモニタリングに好適な電離箱は、特許文献４から
も公知である。この電離箱は主として一次ビーム進路および一次ビーム進路に隣接する二
次ビーム・セル列を有するハウジングを含む。このハウジングは、電子ビームまたは光子
ビームの第１部分の放射強度の検出に応答した出力を提供する第１列ビーム測定電極をも
内蔵する。このハウジング内には、上記ビームの第２部分の放射強度に応答した出力を提
供するための第２列ビーム測定電極も内蔵されている。しかし、この装置は放射線ビーム
の幾何的特徴、例えば、方向や位置のモニタリングにのみ好適である。しかも、この装置
は、放射特性を、ターゲットへの送達中にモニタリングすることができない。
【０００８】
　上記のものとは異なる透過電離箱システムが、特許文献５に記載されている。このシス
テムは放射線ビームの対称性およびセンタリングを測定し、修正する方法を実施するのに
好適である。この伝送システムはコリメータと照射ターゲットの間に配置され、上記ビー
ムが完全に通過する４つの内部集電極と、上記ビームが表面の第１部分だけを横断し残り
の部分が上記コリメータの陰に隠れる外部電極を含む。しかし、このシステムは、発散ビ
ームの制御と、そのセンタリングおよび対称性の修正にのみ好適である。しかも、先に述
べた公知例と同様に、ターゲットへの送達中に放射特性をモニタリングすることができな
い。
【０００９】
　高速ルーチン３Ｄ線量検証を行なうのに好適な周知の線量測定システムとして、ＩＮＦ
Ｎおよびトリノ大学によって開発された製品である「Ｍａｇｉｃ　Ｃｕｂｅ」がある（非
特許文献１）。Ｍａｇｉｃ　Ｃｕｂｅは、並列された１２枚の２５ｃｍ×２５ｃｍサイズ
の電離箱プレートと、それらの間に挟まれた厚さ調整可能な組織等価スラブとのサンドイ
ッチから成る。それぞれの電離箱は、厚さ０．１ｍｍの２枚のベトロナイト(ｖｅｔｒｏ
ｎｉｔｅ)のプレート（電極）によって形成され、導電性は３５μｍの銅フィルムによっ
て確保される。この製品の陰極は、連続した導体であり、陽極は、４ｍｍ幅の細片に分断
されている。隣接する２条の細片間のギャップは厚さ０．１ｍｍであり、アルゴン（Ａｒ
）または窒素（Ｎ）が充填されている。但し、この装置は、ターゲット容積への送達中に
線量をオンライン検証することができない。ハドロン・ビームをターゲットに送達する前
に、処方線量と実際に送達される３Ｄ線量分布を比較できるだけである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第４１３１７９９号明細書
【特許文献２】米国特許第５３２６９６７号明細書
【特許文献３】米国特許第５０４１７３０号明細書
【特許文献４】米国特許第５６７２８７８号明細書
【特許文献５】欧州特許第００４０５８９号明細書
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】Ｃ．Ｂｒｕｓａｓｃｏ，Ｒ．Ｃｉｒｉｏ，Ｍ．Ｄｏｎｅｔｔｉ，Ｆ．Ｍ
ａｒｃｈｅｔｔｏ，Ｃ．Ｐｅｒｏｎｉ，Ｄ．Ｓｃｈａｒｄｔ，Ｂ．Ｖｏｓｓ、「Ｖｅｒｉ
ｆｉｃａｔｉｏｎ　ｏｆ　３Ｄ　ｄｏｓｅ　ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　ｉｎ　ｈｅａｖ
ｙ－ｉｏｎ　ｒａｄｉｏｔｈｅｒａｐｙ」、Ｊ．Ｊｐｎ．Ｓｏｃ．Ｔｈｅｒ．Ｒａｄｉｏ
ｌ．Ｏｎｃｏｌ．、１９９７年、第９号、第２補遺、第５９頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　従って、ターゲット容積への送達中に、ハドロン・ビームの送達に影響を及ぼすことな
くこのビームのオンライン検証およびモニタリングを可能にする装置および方法の提供が
望まれる。
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【００１３】
　具体的には、本発明は、従来技術の欠点を有さない装置および方法を提供することを目
的とする。
【００１４】
　本発明は「ブラッグピーク」として知られる、ターゲット容積中での深度に応じた線量
を測定する装置および方法を提供することを特徴とする。
【００１５】
　本発明はまた、到達距離を調節する場合に、拡大ブラッグピーク（ＳＯＢＰ）を測定す
る装置および方法を提供することを目的とする。
【００１６】
　本発明はまた、ハドロン・ビームの位置ずれまたは非対称を測定し、モニタリングする
装置および方法を提供することを目的とする。
【００１７】
　さらにまた、本発明は容易に製造し、使用し、且つ容易に据え付けることができ、必要
に応じて容易に取り外しできる線量モニター装置を提供することをも目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明は従来技術の欠点を克服し、従来の装置の予想を超える有益な改良を達成するこ
とができる。
【００１９】
　本発明の第１の態様において、放射線源から発生しそしてターゲットに送達されるハド
ロン・ビームの中心軸と直交して配置され、ガス充填されたギャップによって互に隔てら
れて並列されて、電離箱の集合体を形成する、複数の支持プレートを含み、この複数の支
持プレートのそれぞれが、第１の側に１つ以上の集電極を、第２の側に１つ以上の高圧電
極を有し、この複数の支持プレートのそれぞれの第１の側が、隣接する支持プレートの第
２の側と対向している、ハドロン・ビームをオンラインで線量モニタリングするための装
置が、提供される。この装置においては、上記複数の支持プレートのそれぞれが、ターゲ
ットに送達されるハドロン・ビームの中心部分が妨げられずに通過することを可能にする
内部キャビティを形成する開口と、電離箱の集合体によってこのハドロン・ビームの周縁
部分を遮り且つ測定するための周縁領域とを有する。
【００２０】
　本発明の第１の態様において、上記支持プレートのそれぞれが、上記１つ以上の集電極
と上記１つ以上の電圧電極との間に、絶縁材を含むことが有益である。
【００２１】
　さらに有益な実施形態において、上記支持プレートのそれぞれは、上記１つ以上の集電
極および上記１つ以上の電圧電極における漏洩電流を減らすためのガードリング素子を含
む。
【００２２】
　好ましくは、上記１つ以上の集電極および上記１つ以上の電圧電極が、銅製である。
【００２３】
　さらに好ましくは、上記支持プレートは、標準的プリント回路基板技術を使用すること
によって得られる。
【００２４】
　上記複数の支持プレートのうち、少なくとも１枚の支持プレートを、残りの支持プレー
トに対して９０°回転させることによって、上記ビームのセンタリングをチェックし且つ
測定することが有益である。
【００２５】
　さらに有益な実施形態において、上記ターゲットに向かって上記ハドロン・ビームが送
達されると、上記ハドロン・ビームが最初に横切るのが、上記少なくとも１枚の支持プレ
ートである。
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【００２６】
　本発明の第２の態様において、放射線源から発生し、ターゲットに送達されるハドロン
・ビームの線量を検証する方法が、提供される。ここで、この方法は、
　本発明の第１の態様である装置を、この装置の中心軸が上記ハドロン・ビームの中心軸
と重なるように上記ターゲットと上記放射線源との間に設置するステップ、
　上記ハドロン・ビームを上記ターゲットに送達するステップ、
　上記装置の周縁領域において、電離箱の集合体により、この装置を通過する上記ハドロ
ン・ビームの周縁部分の線量分布測定結果を収集するステップ、
　上記装置の内部キャビティを通過する上記ハドロン・ビームの中心部分の妨げられない
通過を可能にするステップ
を含む。
【００２７】
　さらに有益な実施形態において、上記方法は、
　上記線量分布測定結果を予定の線量分布と比較することによって上記ハドロン・ビーム
送達の精度を検証するステップ、
　上記ハドロン・ビームの到達距離の変更および拡大ブラッグピーク（ＳＯＢＰ）一貫性
を測定するステップ
を含む。
【００２８】
　第３の態様において、本発明は、ハドロン・ビームのオンライン線量モニタリングを目
的とする、本発明の第１の態様としての装置または第２の態様としての方法の使用にも関
わる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】図１は、本発明の装置の断面図である。
【図１ａ】図１ａは、図１に示した本発明の装置を矢印Ａの方向に見た図である。
【図２】図２は、図１に示した装置の支持プレートを矢印Ａの方向に見た図である。
【図３】図３は、図１に示した装置の支持プレートを矢印Ａとは反対の方向に見た図であ
る。
【図４】図４は、本発明の装置の分解立体図である。
【図５】図５は、本発明の装置によって測定される深部線量分布の原理を示すグラフであ
る。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　典型的には、ハドロン療法装置は、例えばプロトンまたは炭素イオンなどのハドロンを
、ビームの状態で所要のエネルギー・レベルにまで加速し、そしてこのハドロン・ビーム
を、ビーム輸送ラインを通してターゲットに送達する。ビーム輸送ラインに沿い且つ上記
ターゲットに至る前までの最後の部分の構造は、ハドロン・ビームを特定のターゲット・
アイソセンターに向かって駆動し、方向付けるノズルを含む。
【００３１】
　図１は、本発明の好ましい実施形態である装置の断面図である。装置１０は、ハドロン
・ビームの中心軸が装置１０の中心軸と一致するように放射線源とターゲットの間に配置
されるのが普通である。装置１０は、ハウジング２０内に組み込まれている。この装置１
０は、並列に、好ましくはハドロン・ビームの方向と直交して積み重ねられている３５枚
の電離箱から成る積層体３０を含む。この積層体３０の間にはガスが充填されており、積
層体３０は、ボルト７０およびナット７１によって一体になっている。上記電離箱は、連
続して向かい合っている並列の支持プレート８０を含み、この支持プレート８０は、好ま
しくはハドロン・ビームの方向に直交して配置されており、それぞれが直径４０ｍｍの同
心円の開口を有する正方形の形状をしていて、全体として装置１０の全長に沿って内側領
域５０と周縁領域６０とを形成する。内側領域５０は実質的に中空円筒形を呈し、ハドロ
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ン・ビームの一部が妨げられることなく装置を通過することを可能にする。周縁領域６０
は内側領域５０の径方向外側に位置してハドロン・ビームの他の部分を遮断する。装置１
０の矢印Ａ方向の全長は、約１０ｃｍであり、到達距離調節およびＳＯＢＰの一貫性の測
定値を提供する。
【００３２】
　それぞれの支持プレートは、一方の側に２つの集電極を、他方の側に１つの高圧電極を
有する。積層体３０を構成する電離箱は、２枚の支持プレートを、片方の支持プレートに
おける２つの集電極が設けられている側が他方の支持プレートにおける高圧電極が設けら
れている側と対向するように、厚さ１．５ｍｍのガスを挟んで対向させることによって、
実施される。
【００３３】
　図１ａに示すように、支持プレート８０は、２つの相同且つ別個の半環状である銅製の
集電極８２，８３を一方の側に有し、これらの集電極は配線８２’および８３’によりデ
ータ収集電子システム１００を挟んで接地されている。支持プレート８０の他方の側は銅
製の高圧電極８７を有し、この高圧電極８７は配線８７’を介して高電圧電源に接続され
ている（配線はいずれも破線で示されている）。集電極８２，８３から見た場合の外側領
域８５および内側領域８６は、ギャップ８４を介して配線によって接続されおり、集電極
８２および８３におけるリーク電流を軽減するための銅製のガードリングを形成する。支
持プレートは、厚さ０．５ｍｍのＦＲ４メッキ板を厚さ３５ミクロンの銅はくで被覆する
、標準的なプリント回路基板（以下「ＰＣＢ」と呼称する）技術を使用することによって
得られる。
【００３４】
　水が治療計画の基準材料であるから、装置１０の合計の厚みを、これに対応する水当量
厚さ（ＷＥＴ）に換算する必要がある。
【００３５】
　一般的に、材料iのＷＥＴは、下記式によって与えられる。
【数１】

上記式において、
ｄｉは、材料の厚さ（ｃｍ）であり、
ρｉは、材料の密度（ｇ／ｃｍ３）であり、

【数２】

は、材料のプロトン（または他のハドロン）阻止能（Ｍｅｖ*ｃｍ２／ｇ）であり、
【数３】
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は、水のプロトン（または他のハドロン）阻止能（Ｍｅｖ*ｃｍ２／ｇ）である。
【００３６】
　ＷＥＴは、通常、種々の材料におけるプロトン・エネルギー損失を特徴付けるための「
共通分母」として使用される。エネルギー散逸を起こす材料の水当量は、同じエネルギー
損失を有する水の厚さである。即ち、水当量は、種々の材料におけるプロトン（または他
のハドロン）のエネルギー散逸についての共通の尺度である。特に本発明の場合、好まし
い実施形態では、ＷＥＴの値は、各電離箱につき０．１３ｇ／ｃｍ２である。この値は、
電離箱の各材料（空気、銅、プリント基板材料）ごとに別々に上記式に従って計算した結
果を合計したものである。従って、例えば、１９番目のチャネルの有効深さは、１９*０
．１３＝２．４７ｇ／ｃｍ２であり、換言すれば、水の密度は１ｇ／ｃｍ３であるから、
２．４７ｃｍとなる。換言すれば、ＷＥＴは、装置１によって測定された深部線量分布か
ら水中における（または患者における）深部線量分布を計算することを可能にする。従っ
て、本発明の装置は、ターゲット容積中における４．５５ｃｍまでの線量分布の測定値を
提供することができる。
【００３７】
　ハウジング２０を、イオン性ガスが充填されている密封容器とするために、密閉しても
よい。
【００３８】
　本発明では、ハドロン・ビームが装置１０を横断する時、周縁領域６０がビームの周縁
部分を遮り、電離箱の積層体３０によってハドロン・ビームに関する情報が提供される。
到達距離を調節されたハドロン・ビームの線量は、それぞれの電離箱によって測定され、
同時にデータ収集されて、図５に示すようなヒストグラムが得られる。一方、内側領域５
０は、ターゲットに送達されるビーム中央部分を自由に通過させる。それぞれの電離箱は
、測定時間中に放射された線量を集計する。
【００３９】
　装置１０を患者の直ぐ上流に配置することの利点は、装置１０の周縁領域６０がハドロ
ン・ビームの１．５％～１５％を捕捉することができ、残りの部分が妨げられずに内側領
域５０を通過してターゲットに送達されることである。換言すると、例えば、７０ＭｅＶ
までのエネルギーを有する上記ハドロン・ビームの９０～９００ｐＡがこの装置を横断す
ることになる。従って、電離箱内に１．５ｍｍのエアギャップを有することにより、上記
装置は、４．５ｎＡ～４５ｎＡの電流を読取ることができる。
【００４０】
　データ収集電子システムもまた、設けられている。このデータ収集電子システムは、装
置１０が、１２８本のチャネルによって１ｍｓ～１０ｓの間に含まれる抽出率でハドロン
・ビームを測定することを可能にする。具体的には、このデータ収集システムは、下記の
機能を有する。
　電流を数値に変換する機能、
　圧力および温度を測定する機能、
　イーサネット・プロトコルを介して制御システムとのデータ交換を制御する機能、
　測定装置に高電圧電源を提供する機能。
【００４１】
　図２は、図１に示した装置の支持プレートを矢印Ａの方向に見た図である。支持プレー
ト８０は直径４０ｍｍの開口８１を有し、それぞれ重複測定を行う相同且つ別個の半環状
の集電極８２，８３を含む。即ち、両集電極は、同じ深部線量分布を測定するとともに、
それぞれの測定値を比較することによってビームの非対称または位置ずれに関する情報を
提供する。集電極８２，８３は、間隔をあけて互いの端部が向い合う関係で同一平面に配
置されて、２つのギャップ８４を有する環状ディスクを形成しており、データ収集電子シ
ステムを挟んで接地されている。ギャップ８４は、集電極８２，８３間の分離線を形成し
、この分離線は、ハドロン・ビームの方向と直交している。ギャップ８４は、支持プレー
ト８０に対し上下左右いずれの方向を向いていてもよい。集電極８２，８３は分離線と直
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交する方向で起こり得るハドロン・ビームのずれに関する情報を提供する。それぞれの集
電極の内径は２．６ｃｍであり、外径は４．６ｃｍである。ギャップ８４と、集電極の径
方向外側領域８５と、径方向内側領域８６とは、励磁電流を規定領域だけに閉じ込め、電
流信号が集電極８２，８３から横方向に広がることに起因するエラーを防止するのに好適
な、銅製のガードリングを形成する。このガードリングは、絶縁材によって集電極から隔
離されており、リーク電流を遮って、リーク電流が集電極を迂回して地中へ流れるように
する。
【００４２】
　図３は、図２の装置を矢印Ａとは反対の方向に見た図である。支持プレート８０は、上
述した集電極と同様に、径方向外側領域８９および径方向内側領域８６と一緒にガードリ
ングを形成する、縦方向に通るギャップ８８を有する高圧電極８７を含む。高圧電極８７
は、イオン化によって発生したイオンまたは電子を集電極に向かって移動させるのに充分
な、３００Ｖまでの高電圧を供給する電源に接続されている。高圧電極の内径は、２．６
ｃｍであるが、外径は、集電極の外径よりも大きく、約５．１ｃｍである。
【００４３】
　上記支持プレート８０が、矢印Ａの方向から見える側に集電極８２、８３を有し、矢印
Ａとは反対の方向から見える側に高圧電極８７を有する場合でも、当業者ならば容易にこ
の逆配置に対応できるはずである。装置１０に、即ち、電離箱の積層体３０に乾燥空気ま
たはその他の気体を充填する態様もまた、明らかである。
【００４４】
　図４は、本発明の好ましい実施形態に従う装置１０の分解立体図である。装置１０は、
以下を含む。
　通過するハドロン・ビームと直交する３５個の電離箱の積層体３０。
　密封フランジ２、密封窓３、入口フランジ４、ボルト７０、ナット７１、フレーム６、
およびキャビティ８を有する出口フランジ７を含むアルミ製密封ハウジング２０。密封ハ
ウジング２０は、電離箱の積層体３０に電気的遮蔽および充分な感応電流の発生（ｆａｒ
ａｄｉｚａｔｉｏｎ）を提供するとともに、気密支持手段としても機能する。
　ハドロン・ビームの一部が妨げられずに通過できるように装置１０の全長を貫通する４
０ｍｍアルミ内部パイプ５。
【００４５】
　本発明では、上記放射線源からの入射ハドロン・ビームが横断する最初の支持プレート
を、残りの支持プレートに対して９０°だけ回転させる。このプレートを９０°回転させ
ることによって、集電極８２，８３の間の分離線と直交するハドロン・ビームのずれをチ
ェックし、測定することができる。
【００４６】
　上記好ましい実施形態の１変更例として、内部パイプ５をアルミ・ホイルで被覆したプ
ラスチックで形成することができる。この場合、アルミ・ホイルとハウジング２０との間
に電気的接触も得られる。
【００４７】
　上記好ましい実施形態の別の変更例では、内部パイプ５に代えて、総厚が８０μｍのア
ルミ・ホイルおよびアルミニウム被覆されたマイラー（ｍｙｌａｒ）を使用する。
【００４８】
　例えば、高圧電極および集電極の内外径、開口８１の直径など、上述した装置寸法は、
眼の癌の治療ための実時間測定に装置１０を使用するのに好適な寸法である。但し、他の
放射線治療用途に装置１０を使用する場合に好適な寸法は、当業者は容易に想到可能であ
る。
【００４９】
　本発明の１つ以上の実施形態の詳細を、添付の図面を参照して説明したが、添付の図面
は簡略図であり、従って、限定的なものではなく、本発明は請求項によってのみ制限され
ることは、明らかである。図面では、図示の便宜上、いくつかの部分が、サイズを誇張さ
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する実際の縮尺と必ずしも一致しない。また、当業者は、本発明の範囲内に含まれる多様
な変更および改変を認識可能である。従って、好ましい実施形態の説明は、本発明の範囲
を制限するとみなされるべきではない。
【００５０】
　本発明の好ましい実施形態の説明は、特に眼科用途に関し、７０ＭｅＶのエネルギーを
有するハドロン・ビームが眼の癌の治療に充分有効であることは、周知である。但し、当
業者には明らかなように、例えば、脳腫瘍、泌尿生殖器癌、消化管癌など、眼科以外の領
域での使用に適応する他の実施形態を選択することは容易である。例えば、装置の電離箱
の間に組織等価材（例えば、プラスチック製吸収材）を介在させること、またはＷＥＴを
修正し、異なるエネルギー値（例えば、２３５ＭｅＶ）のハドロン・ビームを使用するた
めに電離箱の数を変更することは、容易に達成できる。
【００５１】
　以上の説明および請求項における用語「第１の」、「第２の」などは類似の要素を区別
するために使用されたものであって、必ずしも逐次的または時間的順序を記述するために
使用したものではない。従って、状況に応じて、これらの語を互に入れ替えることができ
、本願明細書に図示および記述したのとは異なる順序で本発明の実施形態を実施すること
ができる。
【００５２】
　また、明細書および請求項における用語「頂部」、「底部」、「上」、「下」などは、
説明の便宜上使用したものであって、必ずしも相対位置を記述するのが目的ではない。状
況に応じて、これらの語を互に入れ替えることができ、本願明細書に図示および記述した
のとは異なる方向でも本発明の実施形態を実施することができる。例えば、ある要素の「
下方に」および「上方に」はこの要素の両側に配置されていることを示す。
【００５３】
　尚、請求項における用語「含む」は、そのあとに列記されている要素またはステップに
限定されると解釈されるべきではなく、その他の要素またはステップを除外するものでは
ない。即ち、「手段ＡおよびＢを含む装置」という表現は、手段ＡおよびＢのみから成る
装置に限定すべきではない。本発明に関する限り、ＡおよびＢが装置の関連部品であるこ
とを意味するに過ぎない。
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